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1. SIP2017の進捗状況
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経営理念

ファッションを通じ、美しく豊かな生活文化を創造し、社会の発展に貢献します

Sanyo Innovation（三陽刷新）とは、
ものづくりの深化とビジネスモデルの進化を通じ、

「総合ファッションカンパニー」への構造転換を果たすこと

営業黒字化

2018年計画

売上高630億円

営業利益▲84億円

2016年実績

売上高676億円

営業利益▲19億円
(計画比+5.9億円)

2017年実績

売上高625億円
(計画比+0.5億円)

SIP 2017の概要

営業利益20億円

2019年計画

売上高650億円
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ほぼ修正計画通りの業績を達成

SIP 2017による財務面での成果

16年実績 17年修正計画 17年実績

財務面での成果

売上高

売上
総利益

販管費

営業利益-84

366
(54.2%)

676

312
(49.9%)

625

-25

338
(54.1%)

販管費

625

営業
利益

310
(49.7%)

334
(53.4%)

売上
原価

-19

394
(58.2%)

売上高及び営業利益（単位:億円）

売上原価

修正計画比16年実績比

-51億円
(92.5%)

+9億円
(103.3%)

-56億円
(84.7%)

+65億円

+0.5億円
(100.1%)

+4.5億円
(101.6%)

-1.4億円
(99.5%)

+5.9億円

-60億円
(84.8%)

-4.0億円
(98.8%)
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SIP 2017：営業利益の改善

2017年度は、実施済み施策の効果18億円と併せ、
SIP2017の施策効果47億円が寄与し、営業赤字を19億円まで縮小

-19

-24

-66

26

9
3

31

29

2016
実績

2017
実績

(単位:億円)

4

EC売上
の拡大

営業
販売

業務
改革

MD
改革

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ

事業の強化

ブランド撤退
による

販管費削減

ブランド撤退
による

粗利減少

 店舗販売員の生産性向上 (3億円)

 経費削減プロジェクト (9億円)

 MDの標準化・高度化を通じた粗利改善 (1億円)
 在庫コントロールによる評価損/処分損の削減 (27億円)
 サプライチェーンの最適化による生産原価の低減 (1億円) 

成長戦略施策
(4億円改善)

構造改革施策
(43億円改善)

実施済
施策
-84

47億円改善

 希望退職による人件費削減 (18億円)
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SIP 2017施策全体像：構造改革&成長戦略

構造改革施策を前倒しで実行。成長戦略は施策の具体化が進んだ

SIP2017施策一覧

5

17年
実績

18年
計画

19年
計画

19年までの
利益改善額
(単位:億円)

MD改革

営業販売

業務改革構造改革

成長戦略

86 47 19.5 19.5

店舗販売員の生産性向上 10 3 6 1
売場販売力強化のための仕組み・制度設計 - - - -
オフィス賃料削減 4 - 1 3
経費削減プロジェクト 10 9 1 -
働き方改革・組織体制改革 - - - -

MDの標準化・高度化を通じた粗利改善 5 1 2.5 1.5
在庫コントロールによる評価損/処分損の削減 29 27 2 -
サプライチェーンの最適化による生産原価の低減 4 1 1 2
既存事業における領域拡大 - - - -
直営店強化 3 - 1 2

EC売上の拡大 14 3 3 8

不採算売場の撤退 - - - -

コーポレートブランド事業の強化 5 1 2 2

新人事制度の導入検討 - - - -

新規ブランドの導入 - - - -
ライフスタイル型ストア事業の展開 - - - -

2 2 - -不採算ブランド撤退による粗利減少/販管費削減
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営業販売WGは計画以上の成果を達成

SIP 2017: 構造改革施策の進捗状況

営業販売

不採算売場の撤退

実施内容 成果 評価

店舗販売員の生産性向上 • FA1人当たり店頭販売額
16年に対し約6%増加

売場販売力強化
• 販売マネージャー、FA向け仮

説検証能力向上研修の実施

• 販売マネージャー業務見直し
• 店舗滞在時間の向上

• 本部売場間コミュニケーション
ツール高度化

• トライアル実施店舗は未実施
店舗と比較して既存店売上高
前年比が4.3ポイント増加。
今後は全社横断で横展開

• 販売マネージャーの店舗滞在
時間は週0.7日増加

• 新規コミュニケーションツール導入
• 「売場ノート」をパイロット

ブランドに導入・順次横展開

• 17年撤退売場数
計画340→実績289
• 撤退ブランド: 計画120→実績120
• 継続ブランド: 計画220→実績169

- 取引条件改善等により展開継続
となった店舗あり
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主に在庫コントロールにより、粗利率は前年の41.8%から46.6%となり
4.8ポイント改善。18年以降はMDの標準化・高度化を重点的に取り組む

SIP 2017: 構造改革施策の進捗状況

MD改革

実施内容 成果 評価

MDの標準化・高度化
• SKU、数量、販売期間、価格の

「見える化」
• 期中追加/企画の仕組化
• 企画/生産間の業務分担の

明確化と効率化

• パイロットブランド(マッキントッシュ
フィロソフィー、クレストブリッジ)
で先行して実施し、17下期
粗利率が前年同期比で改善
• マッキントッシュ フィロソフィー: 

粗利率0.4ポイント改善
• クレストブリッジ: 

粗利率3.0ポイント改善

在庫コントロール
• 滞留在庫消化促進

• 前期末在庫から43億円の圧縮
• 16/末160億円

→17/末117億円
• 19/末ターゲット: 90億円

サプライチェーンの最適化
• 生産拠点の最適化

• 調達先の最適化

• 直貿比率は16年実績6%から
17年実績11％に拡大
• 19年ターゲット: 25%

• 調達先の最適化は着手中
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業務改革WGは計画通りの成果を達成

SIP 2017: 構造改革施策の進捗状況

業務改革

働き方改革
• SANYO POSTを通じた

アイディア募集

• フレックスタイム制度・
フリーアドレスの本格導入

• 社内Wifi環境整備・ペーパー
レス化による会議の効率化

実施内容 成果 評価

• 実施したアイディア
• ものづくり表彰制度
• 全社向けトレンド情報配信
• FA向けの自社商品購入

補助制度の充実 等

経費削減プロジェクト
• 削減効果の高い費目について

削減プランを立案・実行

• 約9億円を削減
• 広告宣伝費、物流委託費、

業務委託費、販売促進費等

契約社員の正社員化
• 専門職(パタンナー・デザイナー)
• 販売契約社員

• 18年下期の制度導入に向けて
準備中
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SIP 2017: 成長戦略施策の進捗状況

既存事業に近い領域での成長施策は実行フェーズに。新規事業も具体化が進んだ

9

ア
パ
レ
ル

ライフ
スタイル

既
存
事
業

国内 海外

事業領域拡大 直営店強化

コーポレートブランド事業の強化

新規ブランドの導入

ライフスタイル型ストア事業の強化

4

展開チャネルの拡大

百貨店 直営店 卸・その他 EC

新
規
事
業

EC売上の拡大

次世代型百貨店
向け新事業

海外卸、
越境EC

等

４

事
業
領
域
の
拡
大

5LAKES&MTローンチ(18年3月予定)

ライフスタイルブランドとの提携

EC専用ブランド

ブランド横断
メディアサイト

(18年4月予定)

iStoreでの
モールビジネス推進

21

3

5

6

実行中
実行準備中
検討中

凡例:

卸売・B2Bの
展開拡大
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事業領域拡大：ポール・スチュアート

ブランドのコア・バリューを強化しながら、顧客層・利用シーン・カテゴリの幅を拡大

10

STUART’S TRAVELER
QUINTESSENTIAL

COLLECTION エグゼクティブシリーズ

ブランド価値を高める商品展開
「ビジネスマンの憧れ」
「見た目でわかる上質感」という
PAUL STUARTのコアバリューを
体現するQUINTESSENTIAL 
COLLECTIONの展開拡大

顧客層／利用シーンの拡大
「ビジネスマンの出張シーン」に
対応可能な利便性とフォーマル感を、
機能性×天然繊維のビジネスウェアを
軸とした幅広いアイテムで実現

女性管理職向けアイテム拡充
ファーストジャケットの好調を受け、
ファーストバッグ、ファーストコートを
新たに展開

1



Copyright ©SANYO SHOKAI LTD. All Rights Reserved.

直営店強化：マッキントッシュ フィロソフィー

11

2

都市型商業施設への出店決定デベロッパー様向け展示会の実施

2017年11月、通常の秋冬展示会
よりも半年早く、商品と店装を披露。
18AW以降の出店に向け数多くの
デベロッパー様にご来場いただいた

• ルミネ新宿 ルミネ1にて2月23日より本出店に向けたPOP-UPストアをオープン
• 本格立上げとなる18AWシーズンは複数店舗の出店を計画
• マッキントッシュ フィロソフィーの代表商材に加え、MP STOREの専用のMD

として、ユニセックス展開のカジュアルウェアやストアロゴを取り入れた生活雑貨を
展開。服飾雑貨については一部ライセンス商材も導入予定

新業態「MP STORE」として、2018年下期以降の出店が加速
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直営店強化：
ブルーレーベル/ブラックレーベル・クレストブリッジ
ブルーレーベル/ブラックレーベル・クレストブリッジの複合業態で、直営店の出店を加速

12

2

直営店向け商材の拡充都市型商業施設への出店決定

アトレ恵比寿にて3月9日より、ブルーレーベル/ブラック
レーベル・クレストブリッジ初となる本格的な複合ショップ
がオープン
• 商業施設向け新店装・新コンセプトにより本格進出
• 2018・2019年で3～5店舗を出店予定

• 今後出店予定の商業施設向けには、カジュアル系
の中軽衣料、生活雑貨、服飾雑貨を充実

• これまでのPOP-UPショップで好評を得た複合業態
の拡大に併せ、ブルーレーベル/ブラックレーベルそれ
ぞれの強みを活かしつつ、統一感のある商品MDを
打ち出す
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コーポレートブランド事業の強化

BLUEFLAGのデビュー、100年コートの展開強化によりコート事業は47％成長
三陽山長は商品MDの改善により20％成長し、18年度は直営店出店も強化

13

3

BLUEFLAGのデビュー GINZA SIXでのPOP-UP実施 三陽山長の直営店出店

サンヨーコート新ライン
『BLUEFLAG』を直営店・EC・
専門店にて展開
• 大手セレクトショップをはじめ、

全国のセレクトショップ・専門店、
雑誌タイアップ等で展開

SANYO COAT POPUP STORE
をGINZA SIX・4階にて開催
（ 1月17日～2月25日）
• 「BLUEFLAG＋kiminori 

morishita」の18年春夏コレク
ションの先行販売も実施中

東京ミッドタウン日比谷に3月29日
オープン
• 「SANYO ESSENTIALS」と

「SANYO」コートを展開する
三陽山長初の複合ショップ

• ステーショナリー雑貨や、
シューケア等のコト提案も充実
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EC売上の拡大：サマリー

ECビジネスを成長戦略の柱の一つと捉え、顧客接点及び商材の強化・拡充、
利便性の向上により更なる成長を見込む

14

EC売上高推移
(2016-18年, 単位:億円)

2017・18年度施策 詳細後述

商材
強化・拡充

iStoreのモールビジネス化推進
EC専用ブランド販売開始
• ルジュール
WEB限定商材の拡充

4

20%
外部
ECモール

2018
計画

65

自社EC

31

50

2017
実績

1342

37

11

45

2016
実績

20

オリジナルメディア「SANYO Style MAGAZINE」立ち上げ

外部との提携によるタッチポイント拡充
• ヤマトホールディングス「Fittingステーション」に協力参画

顧客接点
強化・拡充

外部ECモールへの出店強化

利便性
向上

決済機能強化
• ゲスト購入機能
• 楽天ID決済導入
メンバーシップサイトのユーザビリティ向上
• メンバーシップ専用アプリローンチ
• メンバーシップ専用サイトリニューアル

iStoreデザインリニューアル
接客機能強化
• WEB接客
• レコメンド機能の強化

18年実施計画
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EC売上の拡大：SANYO Style MAGAZINE

15

4

オリジナルメディア「SANYO Style MAGAZINE」を18年4月よりスタート。
ファッションに関心のあるユーザーに向けてブランド横断型の独自コンテンツを発信

SANYO iStore(ECサイト)

公式サイト

メールマガジン

SNS

オウンドメディアSANYO Style MAGAZINE

ブランド横断型コンテンツを
発信するファッションメディア

(毎月約30コンテンツを更新)
新規送客・リピート顧客の拡大 コンテンツの拡散・蓄積
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EC売上の拡大：モールビジネス・EC専用商品

16

4

EC専用ブランドや、他社ブランドも購入可能なモールビジネスの促進を通じ、
当社顧客の満足度向上及びユーザー層の更なる拡大を目指す

iStoreのモールビジネス化 EC専用ブランド「LE JOUR」

• 50万人を超える当社メンバーシップ会員に向け、
当社ブランドに留まらず新たな商品・サービスを
提供可能なプラットフォームを構築

• 中期的には、プラットフォーマーとしての魅力・
機能の充実化を図る

• 20代半ばから30代全般の働く女性に向け、
"日用品を購入する感覚でファッションを楽しむ“
という視点で商品をラインアップ

• ニット、ブラウス、カットソーアイテムを中心に、
アクセサリー、バッグなどのファッション雑貨、
フレグランスやボディクリーム等のビューティ雑貨まで

（“NORDIC Feeling”のPOP-UPを昨年12月に実施）
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新規ブランドの導入：5LAKES&MT

17

5

“モノ”だけではなく、富士五湖周辺でのアウトドアイベントといった”コト”を通じ、
ブランド浸透を図る

ブランド概要 今後の取り組み

• 当社では初となるアウトドアライフブランド
• 20年以上河口湖を拠点にアウトドアライフ

を実践しているアウトドア・エッセイストの
木村東吉氏がナビゲート

• モノだけでなくコト(カヌー・トレイル・キャンプ
等のイベント)を提供

• 2月8日、5LAKES&MT
ブランド公式サイトオープン
(www.5lakesmt.com)

• 同日、SANYO iStoreで販売開始
(https://sanyo-i.jp/s/b
/5lakesandmt)
- 先行予約商品含め展開中

4/1に河口湖店をオープン

• 10月までのオンシーズン期間は
イベント協賛を実施
- 河口湖店ローンチイベント(3月)
- トレイル(5月・10月)
- キャンプ教室(7月)
- カヌー(8月)
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ライフスタイル型ストア事業の強化

18

6

32%

8363
109

15/3期 17/3期16/3期

売上高
(億円)

VEGA社の企業概要1

展開ブランド

会社名 株式会社ベガコーポレーション

代表者 代表取締役社長 浮城智和

従業員数 193名

取り組み概要
家具/インテリアECの

トッププレイヤー「VEGA社」との協業

・家具・インテリアの企画・製造
・ECでの販売

・アパレル・雑貨の企画・製造
・リアル店舗での販売
・リアル店舗・ブランドの運営

VEGA社との業務提携を通じ、ライフスタイル領域における新事業の開発を目指す

インバウンド型越境EC『DOKODEMO』への出店

EC・リアル店舗における両社顧客へのクロスセル促進

商品やマーケティングコンテンツでのコラボレーション
（例、当社ブランドのライセンス提供等）

新たなライフスタイルブランドの共同開発

協業/業務提携のアイデア例

1. 2017年12月時点

上場証券取
引所

東京証券取引所マザーズ

家具・インテリア等のEC事業、越境ECプラットフォーム運営等
• 家具・インテリア通販での売上規模は国内3位事業内容
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2. コーポレートガバナンス体制/財務・資本政策

19
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2017年に実施したコーポレートガバナンス改善の取組み

20

取締役会への諮問機関として任意の指名委員会を設置1

取締役の任期を2年から1年へ期間短縮2

買収防衛策の廃止4

コンプライアンス委員会の設置5

第三者機関による取締役会の実効性評価を開始3

第三者機関による社内取締役・執行役員への研修を実施6

政策保有株式売却の推進7
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財務・資本政策
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資本政策・
株主還元

① 資本構成の最適化
• 短期的には自己資本比率60%以上を維持

② 安定配当の当面維持
• 今期は1株当たり配当額40円を予定

資金調達
方法

① 資産圧縮(遊休資産売却等)による資金確保
• 青山ビル及び秋谷・軽井沢保養所の売却
• その他資産の資金化検討

② 借入枠の確保
• コミットメントラインによるフレキシブルな資金導入

2018年度は財務基盤の更なる強化、SIP2017の成長戦略を支える資金確保を実施
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本資料は、株式会社三陽商会及び関係会社の財務情報、経営情報等の提供を目的としており、いかなる表明、保証を行うものでは無
く、投資勧誘を目的としたものではありません。実際に投資を行う場合は、本資料の掲載内容に依拠した判断はお控え頂き、皆様ご自身
で投資のご判断を行いますようお願い致します。

本資料掲載の情報は過去の事実以外に当社の将来の見通しを含み、諸処の社会的事情や経済的事情により、変動する可能性があり
ます。本資料の情報を使用されたことにより生じるいかなる損害について、当社が責任を負うものではありません。

本資料に掲載された将来の見通しについて、新たな情報や将来の事象に起因し修正し公表する義務を負いません。

本資料においては、当社が証券取引所などに開示している情報を全て含んでおらず、開示内容と異なる表現を採用している場合もありま
す。掲載内容を予告なしに削除又は変更をする場合があります。

本資料の掲載内容には細心の注意を払っておりますが、掲載内容に誤りが生じた場合や第３者によるデータの改ざん、データダウンロード
などによって生じる障害などについて、当社は理由を問わず一切の責任を負う事はありませんのでご承知ください。

免 責 事 項
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＜本資料に関する問い合わせ先＞
経営統轄本部 経営企画部長

伊藤 譲
℡ 03-6380-5421


